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雇用の即効性か、財政の建て直しか 

新たな価値への投資か－問われる公共事業 

今、考える公共事業 
今、何が求められているのか。国民が納得する合理性とは 

 米国に端を発する金融危機が世

界を席巻。世界規模で回復に向け

た経済対策が組まれている。 

米国は史上最大の総額７８７０

億㌦（７２兆円）の景気刺激策を

計画。ブッシュ前政権が昨年実施

した景気刺激策の約５倍の規模。

国内総生産（ＧＤＰ）の約６％に

相当する。３０年代の大恐慌期、

ルーズベルト大統領が打ち出した

ニューディール政策関連では１～

２％程度とされ、これを上回った

といわれる。総額の７割は、１年

半で使い切る方針。２年ほどで３

５０万人の雇用維持・創出をねら

う。対策全体の３分の１に当たる

約２８００億㌦は減税。公共事業

関連は全体の４分の１を占める。  

インフラ関係は、雇用創出効果

を期待する橋や道路、高速鉄道、

ダム、高速ブロードバンド通信網

など、科学振興も含め１２００億

㌦（１１兆９０００億円）を計上。 

 ２１世紀対応の環境・エネルギ

ー対策「グリーン・ニューディー

ル」の一環では風力や太陽光発電

などの代替エネルギーの生産力を

３年間で２倍にする計画を含むエ

ネルギー対策に３７５億㌦を充て、

緑の雇用増強をねらう。 

 日本は０８年度第１次、２次補

正、０９年度予算などで約７５兆 

 世界金融危機で株価下落、成長

鈍化に見舞われている。こうした

場合に打つ手は、金利を下げて市

場にマネーをまわし経済活動を活

性化することと、公共事業を拡大

することだといわれる。 

ただ、日本においては問題があ

る。公共事業は２つに分けて考え

ねばならない。ダムや道路など従

来型の巨大公共事業と、老朽化や

災害対策そして福祉など必要な公

共事業だ。私はこの必要な公共事

業を市民事業と呼ぶ。これが本来

の公共事業の姿だ。 

昨春、道路特定財源の議論が沸

いた。大多数の国民が従来型の巨

大公共事業を問題視し、ノーと言

った。ところが、依然として官僚

は従来型公共事業をやろうとして

いる。景気対策でこれをやるなら

ムダの上にさらにムダを重ねる。

私の専門の政治学からいうと、今 

円規模の景気対策を予定。 

２次補正は景気対策などに約５

兆円。公共事業は地方自治体に配

る臨時交付金（６０００億円）、自

治体による雇用創出（４０００億

円）など。０９年度予算案の国交

省関係は２次補正の１８０５億円

の公共事業関係費を足すと５兆２

３０４億円となり、前年度比０・

８％減に留まる。 

 波及効果は。政府は２次補正「地

域活性化・生活対策臨時交付金」

で、総額６０００億円のうち建設

分野に４８００億円配分すると３

万３０００人の雇用が見込まれる

と試算。自民党の国土交通部会で

国土交通省は、１兆円の公共投資

で約１３万６０００人の雇用創出

が見込まれるという政府試算を踏

まえ、一連の公共投資で２１０万

人の雇用が期待できると試算を示

した。 

 米国の０９会計年度の財政赤字

は景気対策負担分を除いてもＧＤ 

の官僚は切り替えが出来ない。 

一方、市民事業をやるなら国民

も大賛成だろう。オバマ米大統領

もグリーン・ニューディールと言

っている。日本も政権交代が起き、

従来型の公共事業をやめて市民事

業をやる、そういう時代が来たと

考える必要がある。福田内閣は道

路特定財源を一般財源化すると言

ったが、麻生政権は逆戻りしてい

るように見える。国民の圧倒的多

数は道路でなく福祉や医療に使え

る一般財源化を望んでいるという

のにだ。こうした現状を見ても、

率直に言って自民党は公共事業に

関して限界に来ている。 

従来型の道路整備をやめること

は地方の切り捨てだという声があ

るが、これは逆だ。ストロー効果

といって、道路を作れば作るほど

地方は衰退する。田中角栄は日本

列島改造論で従来型公共事業の礎

Ｐの９％超にあたる約１・３兆㌦

と米政府関係者は予測。景気対策

などを含むと２兆㌦に迫る可能性

が指摘される。景気対策の一方で、

オバマ大統領は有識者による「財

政規律サミット」を設置、今後４

年間の財政改革で１３年度には赤

字をＧＤＰ比３％に相当する約５

３３０億㌦まで改善させる方針も

打ち出している。 

日本は。国債の発行残高は０９

年度末に５８１兆円に達する見込

み。国・地方などの公的債務残高

はＧＤＰの１・７倍を越える。財

を作った。道路ネットワークを重

視し、張り巡らすことで東京の利

便性を新潟でも享受できるという

考え方だ。理想的だが、実際は人

や活力が都市に吸い取られた。 

日本は８０年代初め、舗装率も

高速道路延長も欧米を抜いて世界

トップに立った。国際標準のデー

タに立脚すれば、道路はもう充分

足りている。ネットワークが満た

されてくれば、新路線が開通して

もその効果は薄れてくる。逆に建

設費は初期より上がっているわけ

だから、Ｂ／Ｃ（費用対効果）は

分岐点の１・２を下回る。 

こうした巨大公共事業は将来に

わたり国民の負担になる。ルーズ

ベルトがニューディールをやり、

田中角栄が新幹線をひいた。何も

ないところに作るのだから当然乗

数効果はあった。だが今は成熟都

景気刺激法案が議会を通過した。 

政規律重視派といわれる与謝野馨

財務・金融・経済財政担当相は景

気対策で従来型公共事業を懸念す

る。雇用の即効性はあるといわれ

る従来型公共事業。だが、その雇

用は事業を続けないと維持できな

い。９２年夏から００年秋まで、

景気対策の事業規模は計１２７兆

円に達したが、効果は薄かったと

する批判は多い。 

今、公共事業に何を求めるのか。

公共事業において国民が納得する

合理性とは何か。公共事業につい

て各氏に聞いた。 

 

市国家だ。従来型の景気対策をや

っても、乗数効果は小さい。 

オバマ大統領のグリーン・ニュ

ーディール政策は、老朽化で危険

なインフラの改修を言う。米国民

だけでなく人類に枠を広げても納

得いく合理性がある。日本も必要

な公共事業こそをやるべきだ。 

日本は戦後、橋や道路、ダム、

学校、病院などに恐らく１０００

兆円くらい投入した。耐用年数は

構造物によって３０、５０、１０

０年。寿命が来て同じモノを作る

には１０００兆円いる。人口減を

折り込んで８割掛けしても何百兆

円。このサイクルは永遠に続く。

つまり市民事業は永遠に続く。ム

ダな大型公共事業などムリに作る

合理性などないのだ。（談。１/２

１取材） 

 

焦点は雇用創出、国内実質産業活 

市 民 事 業 の 時 代 へ 転 換 を 

－法 政 大 学 ・五 十 嵐 敬 喜 教 授 

建設分野もグリーン・ニューディール構想を 

－カリフォルニア大学・篠塚正宣教授 
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性化、金融システム再構築のため

の公的資金投入と考える。大統領

就任式翌日、ガイトナー財務長官

の上院公聴会があった。証言に具

体性がなく、膨大な資金の収集方

法、その返却方法、インフレ懸念

など基本的な問題へ言及しなかっ

たといった点で好感されたとはい

えない。事実、証言直後から現在

まで、ウォールストリートはどう

だったか。株価低迷が続いている。 

 大統領選時から声高に主張して

いたインフラの再建設はどうか。

政治的な背景として即効性のある

失業者対策であることが求められ

たことから、官民共に建設関連組

織では、橋梁や道路の補修、ある

いは新設で、景気刺激法案発行と

同時に補助金の申請が出来るよう

段取りを万全にしていたといわれ

る。 

例えば、ミズリ州では法案成立

後１８０日以内に３４の交通関係

事業を１０４００人の雇用をもっ

て実行できるというように。そし

て資金の取り合いも各州知事間、

州内市町村間で始まっている。 

 景気刺激法案では大学の研究費

にも資金が配分されることになっ

た。大学間でも資金取り合いの感

だ。雇用促進のため、資金は早く

使わないと政治的にはまずく、通

常の手続きよりも早く研究費は付

くが、研究でそれほど人が雇える

とは思えない。ただ、研究のスピ

ードを上げ、中長期的な成長分野

の創出、産業育成、雇用創出へと

つなげる研究成果を早めに出すこ

とには役立てられるだろう。 

 補助の対象は自然、社会、科学、

医療など広範囲で、エネルギーや

地球環境といった目下人気の研究

テーマがインフラよりずっと研究

費が取りやすい。 

 建設分野についていえば、グリ

ーン・ニューディール的な構想を

早くまとめるための研究は有効で

はないか。最新のセンサーと通信

技術を発展させ、道路のように大

きく広がりをもったシステムの全

体をモニターする技術の開発など

だ。こうした技術こそミネアポリ

スのような大橋梁の突然死を防ぐ

ことが出来る。（談。２/２３取材） 

 オバマ大統領は公共事業をやる

と言っている。アイゼンハワーが

高速道路建設を進めたのは５０年

代、ニューディールの流れも含め、

今ちょうど橋が古くなり落ちる危

険性が出てきた時期だからだ。だ

が日本は橋が落ちる時期でない。

もちろんメンテナンスやバリアフ

リーはやらねばならないが。 

 グリーン・ニューディールと言

うように、オバマ大統領の景気刺

激策は従来型公共事業というより

環境技術が柱。一方、電気自動車

などでのＣＯ２削減のビジネスモ

デルは日本が先行している。省エ

ネ型のエアコンなどもそうだ。日

本は環境技術大国。先に行ってい

る。今、日本こそグリーン・ニュ

ーディールではないか。 

従来型の公共事業で道路を作り、

橋を造り、農林土木もやり、整備

はほぼ終わったと思う。世界の地

方債を買い集める仏クレディ・デ

キシア銀行の東京支店長と合った

際、日本の地方のインフラ整備は

驚くほど進んでおり、８００兆円

にのぼる日本の借金のうち２００

兆円は地方分とする地方疲弊の指

摘はあるが、地方債の購入は十分

商売になると評した。ＧＤＰ世界

２位の国がそれなりの予算を使っ

て「均衡ある国土の発展」をやっ

たわけだから、確かにすごい。橋

も道路もいいものが出来ている。 

今後はむしろ、これら出来てい

るものを維持修繕していくことだ。

地方自治体も減価償却できる会計

制度を整え、保守や維持修繕のコ

ストを見積るようにする。そうす

れば適切な時期かつ内容で予算手

当ができ、構造物を長持ちさせら

れる。資源・エネルギー、ＣＯ２

の観点でも環境にいい。地方分権

をもっと進め、権限とおカネを委

譲すれば、予算も事業も柔軟にな

り、ムダが省かれる。 

ただ、従来型の公共事業が減る

という問題で、クビにするような

ことは絶対すべきでない。１０年

前に６７０万人だった建設業の雇

用は昨年で５５０万人、今後も需

要は減り、１０年後は４００万人

くらいになる。もともと農業者か

ら建設業に移ってきたわけだから、

農業経営基盤強化促進法のように

腰の引けたやり方でなく、農業へ

の株式会社参入をもっと促すよう

なことをやれば、建設業の雇用が

農業に移り、農業人口を増やし、

食糧自給率も上がる。今、減反奨

励金を２０００億円もムダに使っ

て、耕作放棄地が広がっている。

いい意味の補助金、おカネの使い

方をやっていくべきだ。 

環境技術が高いといっても太陽

光発電などは、日本は補助の打ち

切りや売電の仕組みの弱さが響い

て、パネル普及が独に抜かれ、水

をあけられた。生産も独の環境メ

ーカーがシャープを抜き去った。

独では自宅に早く配備した方が売

電で得をする仕組み。都もパネル

設置の補助金を拡充する。需要が

増せばパネル価格も下がる。そう

すればもっと設置しようと内需が

拡大し産業も育つ。 

つまり、これからの社会で、公

共事業において国民が納得する合

理性とは、従来型公共事業でなく、

そうした先の文化を創っていくワ

イズスペンディングにあるのでは

ないか。そのために公共事業はイ

ンセンティブになるようなおカネ

の使い方をする必要がある。（談。

１/２６取材） 

中国は政治的戦略構想がある-長城コンサルタント張佶社長（元北京市職員） 

 中国は８％以上の経済成長を標榜してきた。世界で最も米国債を持ち、外貨準備高も１位。０９年度以

降、世界最速でこの危機から回復することを目指している。 

 この１月から２年間で４兆元（約５２兆円）の景気対策をするといわれる。高速道は最後に残るチベッ

ト自治区内へ通すと計画、新幹線も全国に走らせる計画だ。沿岸部には海上橋を多数計画。例えば遼東半

島の大連と山東半島の煙台を結ぶ橋など。国民には東北地域と沿海地域との距離が短縮すると話題だ。も

しかしたら将来台湾海峡にも橋を架けられることを視野に入れての話題。 

 つまり、中国の事業は交通対策や景気対策だけでなく、その根底に政治的な戦略構想がある。 

 鉄道は０９年度の投資総額を前年度比２倍の６０００億元（７・８兆円）に引き上げ、２０年までに総

延長５割り増しの１２万㌔、投資総額５兆元（６５兆円）に。目玉は新幹線をいれて縦横に各７本走らせ

る「七縦七横」。主要大都市を結び総延長１・６万㌔。縦は北京を起点に上海、杭州、ハルビンに向かう

各３線と杭州～深セン間。横は青島～太原、徐州～蘭州、上海～成都、上海～昆明。（談。１/２１取材） 

先の文化つくっていくこと必要 

－猪瀬直樹氏 

日本先取り？ ７年前に 

グリーン･ニューディール 

日本におけるグリーン･ニューデ

ィールの先駆けと言えそうな報告

がある。平成１４年に経済産業省が

財団法人エンジニアリング振興協

会に委託してまとめた『産業･社会

資本構造物に係る廃棄物のリデュ

ースのための高度維持管理・メンテ

ナンスシステムの構築』だ。 

 約２０００兆円にのぼるとする

戦後作られた道路や橋、建築物など

社会インフラと、エネルギーや製造

プラントなど産業施設を長寿命化

させる意味を示すが、もう一歩先を

行く。メンテナンスで構造物の現在

価値を上げるというメカニズムを

示し、メンテナンスによる新たなビ

ジネスモデルをつくることで、市場

のカネの流れから、行き詰まった従

来構造を変えるというものだ。メン

テの結果として余寿命の伸びを推

定、寿命の幅の部分は保険などでカ

バーする。 

道路を引き続けねば立ち行かな

い従来の公共事業の経済モデルか

ら転換し、メンテナンス需要で公共

事業は急減させずに経済成長をす

る。環境に配慮し、資源・エネルギ

ー、雇用などのパフォーマンスを高

めた歪みのない社会へ、市場主導で

転換を図る将来像を描く。 

建設投資推移
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国債残高(億円) 昭和22～39年は国債発行せず
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